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一 1）、岩下　具美 2）、池田　秀昭 3）
　大災害発災時には情報が混乱するため個々の救援活動が有効に発
揮できない状態に陥る。平成 7 年阪神淡路大震災では救護機関の初




























典 1,2）、大川　直美 2）、福田　真弓 2）、高屋　俊樹 2）、
　牧　俊一 2）、田口　茂正 2）、井上　善之 2）、小野田　奈緒 2）、
　藤掛　佳男 1）
【はじめに】当院で発生したインフルエンザのアウトブレイクを受
けて，2013 年 3 月に全職員対象としたインフルエンザに関する意
識調査を行い第 49 回日赤医学会にて報告した．今回は第 2 報とし
て 2013 年に行ったアンケート回答との比較から ICT 活動を評価し
たので報告する．
【方法】対象は当院の嘱託・派遣等含む全職員とし，期間は 2014 年





性別回答率は男性が 26.1％から 21.9％と有意に減少し（p ＝ 0.019），
女性が 73.8％から 77.7％と有意に上昇した（p ＝ 0.030）．また，回
答年代は上昇と共に回答率が有意に減少した（p ＝ 0.008）．インフ
ルエンザワクチン接種率は 93.5% から 95.7% へ上昇傾向（p ＝ 0.052）
を認めた．インフルエンザワクチン接種に必要性を感じない人は
36.8％から 16.7％へ有意に減少した（p ＝ 0.016）．抗インフルエン
ザ薬の治療日数に対する認知率は 49.7％，予防日数は 28.7％と低値
であった．対応マニュアルに対する認知率は 44.3％から 62.1％と有
意に上昇した（p ＜ 0.01）．
【考察】2013 年アンケート結果を全職員に報告し，インフルエンザ
に関する啓蒙活動を強化した結果，ワクチン接種率，接種の必要性
およびインフルエンザ対応マニュアルの認知率を上昇させることが
できた．しかし，治療薬に関する認知率は低値を示しているため，
ICT として継続した啓蒙活動を行うことで認知率の向上に努めて
いきたいと考える．
